
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

登麗日!艶l鷹:塾五
`笙
_」l生回!菫1壁□:団:全

1 事業の成果
令和 3年度は、新型コロナウィルス感染症の感染拡大により、当会の長期にわたる影響は甚大で

あり、府中市と友好都市であるウィーン市ヘルナルス区の市民と相合交流を図る事業がすべて中止

となり、目的を達成することができませんでしたが、それに代わる事業継続のための施策として、ヘ

ルナルス区と府中市民及び当会の関係者によるリモー ト会談を実施し、特に2022年 は友好都市
提携 30周年に向けて協議を行う中で、さらに友好関係を維持することは必要であり、意義のあるこ

とでした。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【   01千 円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0】 千円)

定歌に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

青少年の健全
育成に資する
事業

ホームステイ生の派遣に
備え、派遣生の研修
(中止)

0

派遣事業
派遣生の派遣
(中止)

0

事業報告会
派遣生の帰国報告会

(中止)
0

定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

交流収益事業 さくら祭り (食品、観光名産品の販売)

(中止)

0

同上 商工祭り (食品、観光名産品の販売)

(中止)

0



書式第 14号 (法第 28条関係)

3年度 活動計算書 (その他事業がぬ登場合)
事 業 報 告 用

府中 友好交
=会単位 :「

特定非●利活■に係る事業 その他事業
科 日

0 ■ 小計・合計 金  額 小計・合計
合計

730,()00

730.1110 730,0(X)
正会員受取会費

受取キ附金

受取補助金

受取利息

2

6

健全育成
市民福祉向上
国際交流

事業収益
事業収益
事業収益

12
0

12 12

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

０
０５９
翻
０４３
“
ｍ
。

23,コ旧

::.655

:1.800

332,89〔 ,

1

役員報日
給料手当
退職綸付費用
福利厚生費

消耗品費
会議費
通信運搬費
事務費
振込手数料
騰会費
雑費

93■剛

-93 548 327.116A ″

過年度損益修正益

災害損失

D当
-9(1.5.18 .5`

327.116
70,000
3.63.6.916

3.964.032
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‐
書式第 15号 (法第 28条関係 )

3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 府中曰際友好交流会
単位 :円

2

現金預金
前払費用

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

4,044,486 4,044,486

4■X4486 4.044.486

＾
ｕ

【A】 資 産 合 計 ①+② 4.044,486 4.044.486

2

未払金
仮受金

長期借入金
退職給付引当金

70,000
10,454

80,454

80,45` 80.454

ｎ

）

804“ 8■ 454

3,636,916 3,636,916
327.116 327.116

3.964_032

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計IB-1】 +【 B-2】 3.964.032
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1

16 28条関係 )

重要な会計方針

計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

令和 3年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 府中国際友好交流会

NPO法 人会計基準   によつています。

(単 円

科 目
派遣事業 その他事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

24,720 府中市振興会館使用料金表による
事務所使用料

〈府中市振興会館内)



内容 期首残高 当期曜加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳     なし
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳 な し

6.借 入金の増減内訳 な し

単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容     なし
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

円

７

・

円

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済

合計

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近規者
及び支配法
人との取引

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況

蒻末残高¬



書式第 17号 (法第 28条関係)

3年度 財産目録
事 業 報 告 用

定 活助 人 府中国目友好交議会

単位 :円
0  ■ ′]ヽ    口

=
合   計

539,510
1,235,074
2,269,902

4,044,486 4,044,486

販売用寄附物品

OO市事業所

什

2

パ ソコン
品

未収金

車両運搬具
事業用車両

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

敷金
OO市事業所

長期貸付全
OO銀行

現金

|::i鰐
通預金

OO事業未収金
▲▲事業未収金

4.044.486【A】 資 産 合 計 ①+②

|- 1 彙 口 の

“
■債

70,000 70,000
70,000

10,454 10,454 10454仮受金

未払金
未払法人税

雨臓両
「

~「TT③ m伸魔 1

定■債

長期借入金
OO銀行借入金

退職給付引当金
議員

【:

日

Ｆ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

‥

ｉ

ｌ

ｌ

薔

薔 合 針 ・

`D
80.454【B-1】 負 債 合 計 ③+④

3.964.032【日-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

3年度年間役員名簿 (■●彙年凛において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は層所菫
びにこれらの者についての前事彙年度における●日の有彙を●●した名簿)

特定非営利活動法人 府中 際友好交流会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 c[)・ 監事
ナイ トウカズヨン 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日内藤和良

2 ∈璽>監事
ヨンナガシグオキ 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日吉永茂興

3 C曇>監事
7 A'?+r.'), 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年  月 日

日年  月東千恵蔵

4 廼菫>監事
エンドウナオコ 3年 5月 25日

4年: 3月 31日

年 月

月

日

日年遠藤尚子

5 GD・ 監事
ナツメシュンイチ 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年   月   日夏目俊一

6
/´
~｀
ヽ

Ч聖ノ・監事

キタムラカツミ 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年  月 日

日年  月北村克己

7 (亜E｀ 監事
タカシ ミフコ 3年 5月 25日

4年 3月 31日

年 月

月

日

日年隆ミワ子

8 c里ジ・監事
タナカノボル 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年   月   日

年1  月   日田中昇

9 ① ・監事

.f l)\3-, a 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年稲葉裕子

10 (E〕ン監事
スズキヨウジ 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年鈴木光治



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

3年度年間役員名簿 (■事業年度において役員であつたことがある全員の■名及び住所又は層所■
びにこれらの者についての前●来年底における●日の有●を●●した名

")盤豊狙幽趾望詭里=五主□國 塾重�全

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 理事〇

ナイ トウリンノウ 3年 4月 1日

31日4年 3月

年 月

月

日

年 日内藤林三

2 理事

トヤマスズエ 3年

4年

月   日

月   日

年  月  日

年   月   日外山壽々江

3 理事・監事
年  月 日

日年  月

年  月 日

日年  月

4 理事・監事
年  月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

5 理事・監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

6 理事・監事
年   月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事
年  月  日

年   月   日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月 日

日年 月

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人府中国際友好交流会

氏   名

1 大久保 秋生

2 伊藤 敏春

3 小澤 明

4 市川 ―徳

5 小山 有彦

6 町田 昌敬

7 浦川 玲子

8 遠田 宗男

9 小野 和章

10 大内 勝美

11 大久保 博

12 大津 貞夫


